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製造請負優良適正事業者 第 2010001(04) 号
令和元年度厚生労働省受託事業
請負事業適正化・雇用管理改善推進事業
製造請負優良適正事業者認定制度

ヒ ラ ヤ マ ニ ュ ー ス

ロナ禍による入国制限は、国内のあらゆる産業に著し
い影響を及ぼしましたが、政府は２２年に段階的な制

限緩和に踏み切り、昨春以降はその流れを加速させました。
外国人を雇用している事業所は過去最高の２９万８７９０所
にのぼり、このうち労働者派遣・請負事業を行っている事業
所数は１万９２９０カ所、その事業所で就労する外国人労働
者数は ３５万３８３人。それぞれ事業所数全体の６．５％、
外国人労働者数全体の１９．２％を占めています。 
　国別では、ベトナムが最多の４６万２３８４人、中国が３
８万５８４８人で、両国だけで全体の半数近くを占めます。
２０年の調査でベトナムが中国を抜き去り、中国が微減する
中でさらにその差を広げている格好。製造業や介護分野など
での就労が多いのも特徴です。
　在留資格別では「身分に基づく在留資格」（永住者、日本
人の配偶者など）が最多の５９万５２０７人、全体の３２．
７％。次いで、「専門的・技術的分野」が４７万９９４９人、
「技能実習」が３４万３２５４人、「留学などの資格外活動」
が３３万９１０人。近年の変化として、留学生が在留資格を「専
門的・技術的分野」の中の「技術・人文知識・国際業務（技人国）」
に変更し、そのまま日本国内で就職するケースが目立ちます。 
　コロナ禍の特徴としては、昨年減少に転じた「技能実習」
がさらに２．４％減少して２年連続で減少。ただ、１９年４月
に創設した「特定技能」に移行するケースが定着してきてお
り、「単純な減少ではなく移行によるもの」との見方が支配的
です。 産業別の割合は、「卸売業、小売業」が１８．６％、「製
造業」が１７．７％と拮抗。次いで、「宿泊業、飲食サービス業」
が１４．４％となっています。
 　技能実習」のあり方、今春に中間整理、秋に最終報告書
　技能実習制度は１９９３年に導入され、あらゆる分野の産
業で活用されています。この間、入国管理法や労働関係法令
の違反が絶えず、国内外から人権上の批判も挙がる一方で、
時代に合わせた対象職種の拡大や実習期間の延長を求める要
望が相次いでいます。「問題の解消」と「制度の拡充」の両面
を並走させる手段として、政府は２０１７年１１月に新法と
なる「外国人技能実習適正実施法」を施行。制度の仕組みは
踏襲するものの、技能実習生の受け入れにあたって重要な役

割を担う監理団体を許可制としたほか、在留期間を最大３年
から５年に延長するなどの方策をとりましたが、問題の解消
には至っていません。
 　一方で、「技能実習」に変わる方策として創設された新た
な在留資格「特定技能」は、スタートから丸４年を迎えよう
としていますが、転職自由などが受け入れ企業の足かせとな
り、コロナ禍とは別な理由もあって伸び悩んでいます。こう
した実情を踏まえて法務省は昨年末、技能実習制度を見直す
ために政府の有識者会議を設置して制度の存廃や再編も含め
て議論を開始しました。 
　同会議の座長を務める国際協力機構（ＪＩＣＡ）の田中明
彦理事長は「外国人との共生社会としてありうるべきは、安
全・安心で、多様性に富んで活力があり、個人の尊厳と人権
を尊重した社会。この３つが実現する制度を検討したい」と
強調。見直しの論点として、（１）技能実習制度を存続するか、
廃止するか（２）人手不足の１２分野で外国人が働く「特定
技能制度」に一本化して再編するか（３）技能実習生の受け
入れを仲介する監理団体のあり方などを含めて検討――など
を掘り下げる方針です。 
　非公開で展開されている同会議の中では、これまでに「制
度の目的と実態がかい離していることは明らか」「人権侵害
に結び付く構造的な問題だ」など厳しい意見が挙がった一方
で、「実習生に日本の技術を学んでもらうことで国際貢献を
担っているという意義もある。廃止の前にやるべき手立てを
打つべき」との声もあった模様です。法務省によると、３月
まで制度に賛成・反対の双方の関係団体からヒアリングを実
施し、それらを踏まえて大型連休明けに中間報告をまとめる
考えです。そのうえで、今秋をめどに最終報告書を提出する
見通しで、外国人労働力が不可欠な現実を直視しつつ、迎え
るうえでの環境整備と職種拡大などの弾力運用という「規制
強化と緩和」の両面を探ります。
　このほか、厚生労働省では「外国人雇用対策の在り方に関
する検討会」の議論を加速させ、総合的な支援策を模索中。
コロナ禍で足踏みを余儀なくされた外国人雇用ですが、今年
は「技能実習」制度の抜本改正につながる骨格づくりと「共
生社会」の拡充に向けた大きな変化が訪れる見通しです。

外国人労働者１８２万人で最多、「技能実習」の存廃・再編を含め本格議論
　労働人口の減少に歯止めがかからない日本ですが、コロナ禍にあっても外国人労働者への依存は変わっていま
せん。厚生労働省が発表した２０２２年１０月末現在の「外国人雇用状況」によると、外国人労働者数は１８２
万２７２５人（前年比５．３％増）で、届け出が義務化された０７年以降で過去最高を更新しました。２０年に襲
来した新型コロナウイルス感染拡大の影響で、２年間は横ばいの微増に留まっていましたが、水際対策が段階的
に緩和されたことを受けて再び前年比で５％を超える増加に転じました。ただ、２１年に初めて減少した「技能
実習」は２年連続で減少となっており、政府は技能実習制度の存廃・再編を含めた議論を本格化させています。

　　　　

　【株式上場のお知らせ】
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